令和４年度　社会福祉法人・社会福祉施設等指導監査　実施計画

１　目的
　　この計画は、松本市社会福祉法人及び社会福祉施設指導監査実施要領第６の規定に基づき、令和４年度一般指導監査の具体的事項を定め、指導監査の円滑な実施を図ることを目的とする。

２　指導監査の対象
　　指導監査の対象は、次に掲げる本市所管の社会福祉法人及び社会福祉施設等（以下「法人・施設等」という。）とし、「令和４年度社会福祉法人（社会福祉施設等）指導監査対象一覧」のとおりとする。
　⑴　社会福祉法人
　⑵　第一種社会福祉事業の施設
　⑶　第二種社会福祉事業のうち小規模保育事業、保育所、保育所型認定こども園及び幼保連携型認定こども園（いずれも公立を除く）

３　指導監査事項
　　指導監査は、次に掲げる厚生労働省の通知を準用して実施し、それぞれの通知による指導監査指針等における「監査事項、主眼事項及び着眼点」を基本とし、関連する法令・通知及び本市の条例・通知等の適正運用を含めるものとする。
　　また、指導監査において特に着目する事項は、厚生労働省の通知および指導並びに令和３年度に実施した指導監査の指摘内容を鑑み、「令和４年度社会福祉法人・社会福祉施設等指導監査基本方針及び重点事項」のとおりとする。
　⑴　社会福祉法人
　　　「社会福祉法人指導監査要綱の制定について」（平成29年４月27日雇児発0427第7号、社援発0427第１号、老発0427第１号通知）
　　　「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の徹底について」（平成13年７月23日雇児発488号、社援発第1275号、老発第274号通知）
　⑵　老人福祉施設（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム及び軽費老人ホーム）
　　　「老人福祉施設に係る指導監査について」（平成12年５月12日老発第481号通知）
　⑶　障害福祉施設（障害者支援施設）
　　　「障害者支援施設等に係る指導監査について」（平成19年４月26日障発第0426003号通知）
　⑷　児童福祉施設（小規模保育事業、保育所及び保育所型認定こども園）
　　　「児童福祉行政指導監査の実施について」（平成12年４月25日児発第471号通知）
　⑸　児童福祉施設（幼保連携型認定こども園）
　　　「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園に対する指導監査について」（平成27年12月７日雇児発1207第１号通知）

４　指導監査の方法
　　「松本市社会福祉法人及び社会福祉施設指導監査実施要領」により実施する。
また、法人・施設等の指導監査予定は、「令和４年度社会福祉法人（社会福祉施設等）指導監査対象一覧」に記載のとおりとする。

５　指導監査の実施時期等
[bookmark: _GoBack]指導監査の期間は、おおむね６月上旬から翌年３月上旬までとする。指導監査実施日は、実施予定日の１月前までに当該法人・施設等に通知し実施する。
なお、本市の所管する法人・施設等に関連する県所管の法人・施設については、県と調整のうえ、合同で指導監査を行う場合がある。

６　指導監査の実施体制
　　職員２名以上をもって指導監査班を編成する。班員は福祉政策課福祉監査担当職員を基本とするが、指導監査の内容及び当該法人・施設等の状況により、必要と認める場合は、所管課の担当職員を含めて編成する。
　　また、各班員は、法人運営、会計経理、運営管理、入所者処遇など、指導監査事項を分担し、指導監査を実施する。

７　指導監査の事前準備
　⑴　実施通知
　　　指導監査日の１ヶ月前までに、実施通知書を送付する。
　⑵　事前提出書類
　　　上記の実施通知書には、事前に提出すべき指導監査調書及び関係資料を明記し、おおむね指導監査日１～２週間前までの提出を求める。
　⑶　分析検討
　　　指導監査班は、指導監査調書及び関係資料並びに過去の指導監査結果及び是正改善報告等を分析検討し、あらかじめ問題の所在を確認する。

８　指導監査当日
　　指導監査班は、当該法人・施設等の所在地において指導監査を実施する。
なお、指導監査は指導監査調書及び関係資料に基づき関係役員・職員等からヒアリング方式で行い、指導監査終了後、講評を行う。

９　指導監査後の処理
　⑴　指導監査結果の報告
　　　指導監査班は、当該法人・施設等の指導監査結果を報告書にまとめる。この報告書において当該法人・施設等に対し是正改善を求める事項を「文書指摘」と「口頭指摘」に分類し記録する。
　　　なお、文書指摘と口頭指摘の判断基準については、別に定める「文書指摘・口頭指摘選定基準」による。
　⑵　指導監査結果の通知
　　　指導監査班は、⑴の報告書に基づき、当該法人・施設等に対し文書指摘の有無及びその内容を示した指導監査結果通知書を送付し、速やかな是正改善を求める。
　⑶　是正改善状況の確認
　　ア　「文書指摘」
　　　　指導監査結果通知書には、是正改善状況報告書を付し、おおむね30日後までに、文書指摘事項に対する是正改善状況と是正改善済（予定）年月日の報告及び改善内容の確認できる書類等の提出を求め、その改善状況を確認する。
　　イ　「口頭指摘」
　　　　次回の指導監査時にその改善状況を確認する。
　⑷　行政上の措置への移行
指導監査の結果、行政上の措置が必要と判断される場合は、法人・施設等の所管課に指導監査の結果を引き継ぐ。

10　その他
　　この計画の変更を必要とする事項が生じた場合は、この計画の変更を行い、必要に応じて関係各課へ周知する。
　　また、この計画に掲げる以外の事項で、指導監査実施に必要な事項は、別に定める。
